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“The action of helping or doing work for someone.”（誰かのために助けたり仕事を
したりすること、つまり無形の財を提供すること） が見出せ、おそらく①の意味において
日本語では医療や介護について「サービス」を活用していることがうかがえる。しかし、
“service”には、②“A system supplying a public need such as transport, 
communications, or utilities such as electricity and water.”（交通、通信、電気・
水道などの公共のニーズを満たすシステム）という意味がある。「システム」というと、仕
組みのようなイメージを持つが、“system”は“a group of related parts that work 
together as a whole for a particular purpose”（特定の目的のために全体として機能
する関連する部門の人々や事物の集まり）である。 




















































































   
第 3節 本論文の構成 
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相馬健次（2002）は、生協の第 1高揚期を戦後直後から 1948 年までの間の雨後の筍のよ
うな生協設立と破綻であったと見出し、1948 年に生協法が成立し、1951 年には日本生活協















































































































































































37 各生協が取り組む「生協強化月間」が 10 月なのは、生協法施行が 10 月であり、国は積極的に育成を
言及したからである。 
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42 サービスの定義は、序章第 1 節 1）を参照のこと 
43 Cini-2021 年 3月 14 日検索 
44 Cini-2021 年 3月 14 日検索 

























































































































































































































日野秀逸の医療生協論への着眼点は 2 つある。1 つは住民が主体となる「健康の自己主
権」という健康権を一層踏み込んだ形での提起し、医療生協運動の理論的主柱となったこ
 





2008 年 4 月、53 
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82 ICA 国際協同組合同盟は、1937 年に世界の協同組合共通の原則として協同組合原則を 7 つの原則とし
てまとめた。生協法は 1937 年の協同組合原則を生協法第 2条に定める「組合基準」に対応した。国際協
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108 医療福祉生協連の理念については、websites を参照のこと http://www.hew.coop/aimis#idea 
































































































































































































第 1節 尼崎医療生活協同組合の「事業と運動」の展開 
1）尼崎医療生協はどのように誕生し今日に至ったのか 
 尼崎医療生協は、2021年 3 月現在で、組合員数 5 万 8千人、出資金 21億円を超え、1病





















1 尼崎医療生活協同組合 websites 参照のこと https://amagasaki.coop 2021 年 3月 20 日閲覧 
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家族の会長洲支部（1972 年 6月）、東尼崎診療所公害患者会発足（1972 年 7月）、東尼崎







年 10月には、尼崎市老人医療費 75歳以上無料化、1972年 4月には所得制限解除、1972
年 9月には 70歳以上に適用拡大、さらに 1972年 10月には日雇健康保険給付満了者に老
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違いである。 










が合併した 6年間で医療生協の組織強化は、合併直後から組合員 3.4 倍となって 1万組合



















第一次長計は、1989 年 5 月の通常総代会で確認された長期計画である。「住民の健康・






24 40 年誌編集委員会（1989）前掲書、15 
25 1981 年度通常総代会資料より 
26 1981 年度通常総代会資「組織強化 5 ヵ年計画」7-12 














































だ。病院地域の組合員を 1 日で 2000件訪問して協力を得るなどの精力的な運動を進め、
兵庫県より増床許可を得た上で、兵庫民医連と日生協医療部会のそれぞれから事業計画の
検討、審査・診断が行われた。日生協医療部会事務局長であった篠崎次男による「尼崎医









































 1996 年 1 月、「第一次 5 ヵ年計画のまとめ及び第 2 次長期計画案」を論議する臨時総代








































36 尼崎医療生活協同組合長期計画委員会「尼崎医療生活協同組合第二次 5 ヵ年計画案 参加と協同によ















 第三次長計は、2001 年 1月の臨時総代会で第一次案が論議され、同年 5月の通常総代会
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設、歯科移転建設の 4 つの施設拡大を 3年でやり遂げようとするものである。「チャンス・



















































がめざす「かたち」とは－」『日本生協連医療部会 50 周年記念論文優秀作品集』コープ出版、195 
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58 とはいうものの、ISO 規格導入で商品としての医療・介護サービスが日常的になってしまっており、
あくまでも「対応としてのもの」との認識が必要である。ここが突破されてしまえば、医療生協も単な
る医療・介護サービス商品提供組織に成り下がってしまう。詳しくは第 3 章参照のこと 
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1 中川雄一郎（2000）『生協は 21 世紀に生き残れるのか コミュニティと福祉社会のために』大月書
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する事業と運動の限界、の 3 点について検討する。 
 












































ある。2021 年 3月 21 日閲覧 
5 門倉好文（1986）「医療法による医療法人と消費生活協同組合法による医療生活協同組合」日本医師会























工会等の意見を聴取すること」という、1984 年 2 月の通産大臣の談話が発端であるという
10。そもそも生協法第 1 条には、「この法律は、国民の自発的な生活協同組織の発達を図り、
 









9 相馬健次（2002）『戦後日本生活協同組合論史 主要書籍を読み解く』日本経済評論社、1-9 





























































































































19 当時の徳洲会は、「「生命を安心して預かられる病院」「健康と生活を守る病院」の 2 つの医療理念を
掲げ、ア」年中無休・24 時間オープン、イ）入院保証金・総室（大部屋）質量差額・冷暖房費一切無


































































































































































































































































様の仕組み」とは、「100 円の商品を 1 つ買うときは 100 円を支払い、2 個買うときは 200
円支払うというルールは、実際にはどの場面でも当然というわけではないが、日常的に市
場で繰り返していることなので、自然の感覚として身についている」34という日常的実践
を経て身についた市場感覚である。「トマト 3 つで 100円」というような形で、例えばトマ




























































































41 日本生協連医療部会編（2006）『通信教育テキスト ISO9001 入門～ISO で医療の質をたかめるために～























































































































































スが利用できないことを中心に論じ、憲法 13 条や 25条、「いのちの章典」におけるアクセ
ス権に関わる問題の課題として整理する。さらに「事業と活動を通じて地域ニーズの把握
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－」生協総研『生活協同組合研究』477 号、24 
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57 岸本貴士（2018）「生活困窮者への医療保障に向けた医療生協の事業と運動に関する一考察－医療生
協の組織的特徴に注目して－」佛教大学大学院紀要第 46 号、25 
58 鈴木勉（2001）「非営利・協同組織の事業と公的責任のあり方 福祉領域を対象に」『総合社会福祉研




































































































































































第 1節 生活困窮者・低所得者の医療保障の現状と課題 
 ここでは、生活困窮者・低所得者への医療保障について概観しておく。2020年 2 月以降
の新型コロナウイルス感染症拡大防止に端を発する学校一斉休校、4月の「非常事態宣言」
発出は、社会経済に大きなダメージを与え、2008 年から 2009 年に起きたリーマンショッ
クを大きく超え、2021年現在も進行中である。 
厚生労働省は、毎年、国民生活基本調査と前年の相対的貧困率を公表している。例えば、
2018 年度の貧困線は 127万円（等価可処分所得の中央値の半分）、相対的貧困率は 15.7％
である。これを下回る所得世帯を低所得世帯とする。2018年の日本の総人口は、「1億 2644
116














ていう。「貧困率2は 2009 年の 24.7％から 2016 年の 27.0％へ、7 年間に 2.3％上昇した。
結果的に貧困世帯数は 2009 年の 496 万 7000 世帯から 2016 年の 653 万世帯へ、7 年間で




公課負担率は 2013 年の 14.9.％から 2017 年の 19.04％へ、4.14％上昇した。年収 140 万
円の単身高齢者に実質 19.04％もの公租公課を貸している国は、世界広しと言えども、日
本以外にはないのではないか」といい、高齢夫婦無職世帯についても「世帯年収に対する
公租公課は 19.39％から 2017 年の 21.31％へ」となっており、「年収 251 万円の高齢者夫
婦世帯が公租公課を 21.31％も負担させている現実は、問題視されなければならない」と
憤る。そして「年収 251 万円の高齢夫婦世帯と年収 1418 万円の勤労世帯第 X10 分位がほ
ぼ同じ比率で公租公課を負担している事実をこのまま放置してはならない」と強く主張す
 
































































基準の妥当性～」名古屋文理大学紀要第 10 号、23-33 
6 生活保護基準の引き下げ問題は裁判になっており、全国で係争中である。例えば、愛知県内在住の生
活保護利用者 18 名が、国及び居住する各自治体を被告として、2013 年から 3 回に分けて行われた生活










生活困窮者、低所得者に力点が強く置かれていたのは、1950 年から 1970 年代であり、そ
の後それらの問題は後景へ退く。貧困の再発見は 2000年代に入ってからとなる。 



















































































































































18 新型コロナウイルス感染症拡大（2020 年 4 月以降）によって、以前では考えられなかった国保被用者
の傷病手当金支給、住宅確保給付金などの制度拡大が進んだのも事実である。 







































https://diamond.jp/articles/-/269300 2021 年 5 月 20 日閲覧 
」 














実際、国保は窓口負担が 5割であったのが 1958年の皆保険制度確立後 10年（1968 年より
7 割給付により 3 割負担へ）続き、特に低所得者の窓口負担金の支払いの困難な低所得者
に向けた社会福祉事業の一環として、無低診は、済生会などの社会福祉法人立病院を中心
に展開されていたのである。老人医療費無料化をピークに、老人医療の一部負担を求める

































































































































































































































































  敗戦により GHQ は、恩賜医療の解体を志向し、例えば、恩賜財団済生会に関する法令で










































42 「特集 MSW の現場」『済生』vol.76,No.5 2000 年 5 月号、12 













































































 第 38 回全日本民医連総会による無低診実施のよびかけは、現行の制度の中で実施可能
な方法を追求した「対応」であり、無低診の適用者の増加は、国民皆保険体制での「人権
としての社会保障」が守られていない実態を可視化することとなった。本来、国民皆保険










45 「無料低額診療事業の拡充に関する質問主意書」（平成 20（2008）年 9 月 29 日）が小池晃氏により出
され、2008 年 10月 7 日付で答弁書（第 19 号内閣参質 170第 19 号）が麻生総理大臣より出された。そ
こでは、基準を満たした医療機関から届け出があれば「いずれも受理されるべきもの」との回答を引き
出した。 



































































































































厚生省は、1956 年（昭和 31 年）、『厚生白書』を出し、貧困、低所得階層への対応につ
いて社会福祉の対象として位置づけた。以降、厚生白書において一部負担金に関する記述
は、「低所得階層にとつては、保険料は納付しても医療を受けたいと思うときには、5割の
医療費の自己負担が重圧となる」（昭和 35 年度版）、「38 年 10 月 1 日から世帯主の全疾病
について一部負担割合が 3 割に引き下げる」（昭和 38 年度版）、「（国保の療養給付につい
て）43 年 1月 1日からすべての保険者において世帯主、世帯員ともに 7 割給付となってい















































48 「社会福祉法第 2 条第 3 項に規定する生活困難者のために無料又は低額な料金で診療を行う事業につ
いて」（平成 13 年 7 月 23 日・社援発第 1276 号・厚生労働省社会・援護局長）の「第三 今後における
指導監督」の 2 項目に「抑制を図るものであること」とある。 






























51 『社会保障判例百選第 4 版』有斐閣、別冊ジュリスト 191号、2008 年、16-17 
52 番匠谷光晴（2014）前掲書、137 
53 番匠谷光晴（2014）前掲書、181 
54 国保法一部負担金減免をめぐる判例は、例えば、2018 年 5月 18 日・札幌高裁での国民健康保険一部
負担金減免等申請却下決定処分取消請求控訴事件（原審・札幌地方裁判所平成 28 年（行ウ）第 11 号）
がある。 





























会保障研究』Vol.46, No.4 を参照 
56 常森裕介（2011）前掲書、438 より判旨を引用 
57 常森裕介（2011）前掲書、438 より判旨を引用 
58 常森裕介（2011）前掲書、438 より判旨を引用 
59 全国生活と健康を守る会連合会の問いに対する厚生労働省国保課のファックスによる回答（2016 年












































































































的に増加した。1980 年代から 250 前後の事業所で推移していたものが、2010 年には 415、
2017 年には 840にのぼる。大きな役割を果たしたのが生協法人の無低診事業への参画であ
る。そもそも生協には「低所得階層への施策の役割」があったのである 。 
 大きく 2 つの実践体系ともに広がる格差と貧困に向けて、低所得者への医療保障を志向
することにどちらの実践体系も変わりはない。 
医療協による実践は、2008 年以前の社会福祉法人立病院等を中心の実践であり、実施規












































































67 横山壽一（2009）『社会保障の再構築 市場化から共同化へ』新日本出版社、101 
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68 日生協は、ICA 100 周年記念マンチェスター大会（1995 年）「協同組合のアイデンティティに関する
ICA 声明」採択を経て、「生協の 21 世紀理念」を策定（1997 年）。「人類史的な社会の変革期に、何より
も人々の幸せを大切にして行動するという、生協の変わらぬ信条と未来への展望を、凝縮させたもの」

























が払拭できず、さらに国と地方の長期債務残高も 1200 兆円を超えた70 。国民皆保険体制
は形だけは維持されているものの、無保険状態の人が多く存在し、お金がない人は必要な
 
69 日本生協連政策企画部（2011）「日本の生協の 2020 年ビジョン」冊子より 
70 例えば、2021 年 5月 11 日付時事通信では、財務省は 10 日、国債などの残高を合計した「国の借金」
が 2020 年度末で過去最大の 1216兆 4634 億円に達したと発表した。前年度末比 101 兆 9234 億円増と、1
年間の増加額も過去最大。新型コロナウイルス対策で、3 度にわたり大型の補正予算を編成したことが
影響したという（久保田博幸「国の借金が 2020 年度末で過去最大の 1216 兆円に。政府債務の状況を知
るためには何をみるべきなのか」（2021 年 5 月 13 日









































































































 2015 年 4 月、東京都渋谷区は同性パートナーシップを認定制度として運用を始めた。
自治体が同性パートナーシップを認定する画期的な制度であり、この動きは全国的に広が












の 2015 年の調べ（全国 69,989 名にスクリーニング調査を実施）では、日本における LGBT の割合が人口
の 7.6％存在すると言われ」「トランスジェンダーには出生時の身体の性別によって MtF（Male To 
Female）や Trans woman 、FtM（Female To Male）や Trans man という表現も用いられ」るという（東
京 TRP2021 サイトより  
https://tokyorainbowpride.com/lgbt/） 2021 年 5 月 5 日閲覧 
4 「同性婚認めないのは違憲の初判断 国への賠償は退ける 札幌地裁」2021 年 3月 17日 NHK web  



























ア）大阪市淀川区による LGBT支援宣言と LGBT支援事業 
 
5 NPO 法人 POSSE では、オンライン署名サイト「Change.org」にて「履歴書から性別欄をなくそう #な











 この LGBT 支援事業は、公募区長のトップダウンによって具体化されたものとして特筆















方々の人権を尊重します！そのためには LGBT に関する職員人権研修を行います！LGBT に関する正しい
情報を発信します！LGBT の方々の活動に対し支援等を行います！LGBT の方々の声（相談）を聴きます！
平成 25 年 9 月 淀川区長榊正文」（https://www.city.osaka.lg.jp/yodogawa/page/0000232949.html）」  
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の掲載があったが削除に）（2019 年 12 月 11 日更新）
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を設置」とあり、警察 OB を含む不正受給調査専任チームを平成 24 年 4 月に設置し、適正な運営に向け
取り組みを強化する」とある。全大阪生活と健康を守る会（2014）『不当弾圧との闘いの記録』日本機関
紙出版センター、19-22 
11 「2013 年、大阪の生活と健康を守る会は、3 回にわたって、大阪府警による家宅捜索を受けました。
1 回目は淀川生活と健康を守る会)に対して。2 回目は、淀川生健会と全大阪生活と健康を守る会連合会
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地域共生社会の実現を進めるにあたり、社会福祉法が改正され、なぜか法 106 条の 3 に
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第 1章 本論文での結論 




こでは、これらの 3 つの問題意識への結論をまとめておきたい。 
 
1）「3つの問題意識」への結論 





































































































































































































 このように 3 つの問題意識への結論とともに、本研究から得られた新たな知見、オリジ
ナル性として 4 つの論点が見出せるのである。 
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博士課程に再入学したのは、2017 年 4 月であった。2001 年 3 月に性的マイノリティの
人権教育・性教育で修士課程を修了、2004 年 4月に研究を深めるべくある大学院博士課程
に入学したときから数えると、20 年弱を経て博士学位請求論文をまとめたことになる。 
 
私は、医療生協研究として学位論文をまとめることができたが、これは、一度目の博士
課程進学後の困窮とトラブル、そして復職できた医療生協での巡りあわせからであった。 
「衣食足りて礼節を知る」ではないが、「衣食足りてセクシュアリティを知る」という、
物質的な条件を揃えない「人間らしく生きる」という実践は、「絵にかいた餅」に過ぎない
ことを経験をした。そうした認識への確信を持ったのは、研究したくても困窮でできない
現実や辛い体験からであった。復職後、医療生協初の無料低額診療事業の管理運営に関わ
ったが、そこでは、「人間らしく生きる」ための視座を社会保障・社会福祉の知見から再認
識し、医療生協運動に確信が持つことができた。 
佛教大学とは、黒岩晴子先生との出会いを契機にご縁をいただいた。黒岩晴子先生から
の「学位は取っておいて損することはない」に背中を押され、佛教大学大学院博士課程へ
の門をたたいた。 
二度目となった博士課程では、横山壽一先生にご指導いただいた。今日の社会情勢のも
とでの医療生協運動の意義を積極的に評価いただきながら、社会保障の知見に基づく懇切
な指導とともに、私の得意な分野を伸長してくださるアドバイスに何度も救われた。学位
論文をまとめ上げることができたのは、何よりも横山壽一先生のご指導があってこそであ
った。 
この間、無低診法人責任者、診療所事務長、組合員活動部副部長、理事会事務局長や総
務部長としての役割を果たしながら、研究活動をすすめてきた。特に、無低診法人責任者、
理事会事務局や組合員活動部では、実践者と研究者の両面をもって「医療生協の事業と運
動」の方向を意識して研究活動を進めることができた。 
 
福島哲・前専務理事からは「医療生協への確信」を学んだ。彼の経験的理論的に「医療
生協へ確信を持つ姿勢」に驚いたが、それは私の学位論文の姿勢にも重なっている。瀬井
宏幸・専務理事には、医療生協研究の重要性と私の研究スタンスへの全面的な支持をいた
だいた。引き続き、人権運動に資する研究活動をライフワークとして進めていきたい。 
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